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 資料１  

高石地区コミュニティ交通「山ゆり号」の事業計画変更について 

１ 協議の目的 

地域における需要に応じた住民の生活に必要な交通手段の確保その他旅客の利便の増進を図り、

地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項を協議する。（川崎市地域公共交通会議

設置要綱（以下、「要綱」という。） 第１条より） 

２ 協議事項 

要綱第２条に基づく、地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金等に関する

事項について協議を行う。 

（１） 運賃に関する事項 

 ・改定内容                     

・改定理由：平成２３年の運行開始から、運賃を変更することなく「山ゆり号」を運行してき

たところであるが、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、乗車人数が減少し、

運行計画の変更等により対応してきたが、燃料高騰・人件費上昇等により今後も

輸送費用の増加が見込まれ、運賃改定による収支改善が必要であるため、一律２

０円の運賃値上げを実施する。 

３ 運行状況について 

・平成２３年の運行開始から令和元年度までの利用者数は微増傾向 

・令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響に伴い利用者が減少 

・令和３年度は利用状況に応じた運行計画の変更により利用者数は減っているものの、一日の

平均利用者数は令和２年度と比較して増加傾向 

上段：現行
下段：改定

大人 小児 備　考

３００円 １００円

３２０円 １２０円

２００円 無料

２２０円 ２０円

２５０円 ―

２７０円 ―

１５０円 ―

１７０円 ―

※　　割引なしの回数券を導入
※１　70歳以上の高齢者・障害者等の方は100円割引
※２　半年間３，６００円（月あたり６００円）の登録料を支払うと１回乗車につき
　　　大人運賃から５０円引きになる地域協議会独自の制度【サポーター登録制度】

基本運賃から大人１５０円引（②
と③の併用が可能）

基本運賃

高齢者・障害者等
の運賃

基本運賃から１００円引※１

サポーター登録制度
登録者の運賃

基本運賃から大人５０円引※２

②＋③の運賃

項　目

①

②

③

④



 資料１  
・令和４年度は、利用状況を踏まえて、８月から週４回の運行としており、現状は１日の 

 平均利用者数は令和３年度と比較しても増加傾向 

・年間の利用者数は、コロナ禍前の令和元年度比で、令和２年が約７０％、令和３年度が 

 約６０％であり、令和４年度は見込み値を含むと約７０％程度となる。 

４ 利用促進の取組 

・１０周年を迎えた山ゆり号のマスコットについて、近隣

の県立百合丘高等学校と連携して案を制作し、地域の方

を対象とした投票で決定することで、山ゆり号の広報と

ともに、地域の関心の獲得に向けた取組を実施 

・山ゆり号の利用において回数券を導入するとともに、回

数券の購入に「じもと応援券」を利用可能とすることで、

利用促進に向けた取組を実施 

・大学と連携した利用状況調査を行うとともに、利用促進

の周知ビラを配布 

・「山ゆり祭」を開催し、朝市や健康体操を合わせて実施す

ることで集客性を高め、広く利用状況調査結果や、目標

乗車人数などを説明、配布を実施 

※横軸は各年度を記載

※R4年度は、令和4年11月までの実績を記載し、見込み値は、11月までの運行実績による1日あ

たりの平均利用者数×運行日数で計上。

※令和3年5月からは月・水・金曜日の週3回、令和4年8月からは月・火・水・金曜日の週4回

運行。
図１ 年度ごとの利用者状況

図２ 山ゆり祭の様子 
（上：セレサモスによる朝市、下：地域
包括支援センターによる健康体操） 

（人） （人） 



 資料１  

５ 変更に関する調整状況 

令和４年９月 「山ゆり号交通事業運営委員会」において運賃改定を検討

令和５年１月 「山ゆり号交通事業運営委員会」において運賃改定を了承

６ 変更運行開始までのスケジュール 

令和５年１月 地域公共交通会議 

令和５年２月 関東運輸局への申請（予定）

令和５年４月 変更運行開始（予定） 

【参考】現状の運行概要 

「山ゆり号」は、道が狭く山坂が多いことから路線バスが運行できない多摩丘陵地域において、

計画から運営までを地域住民で構成される運営委員会が担い運行しているコミュニティ交通であ

る。

 ＜運行概要＞

 ・実施主体：山ゆり交通事業運営委員会

 ・運行主体：株式会社高橋商事（一般乗合）

 ・運行本数：１９便／日

 ・運 行 日：平日運行（土日祝日は運休）

       ※令和３年５月から週３回、令和４年８月から週４回運行

 ・運行時間：９時台～１８時台

 ・運  賃：大人 ３００円、小児 １００円

       ※７０歳以上の高齢者・障害者等の方は１００円割引（高齢者等割引事業補助金）

       ※半年間３，６００円の登録料を支払うと１回乗車につき５０円割引

        ［サポータ登録制度（独自の制度）］

 ・運行車両：ワゴン車タイプ（乗車定員１３名）

図３ 運行経路 図４ 運行車両



資料２－１  

長尾台地区コミュニティ交通「あじさい号」の事業計画変更について 

１ 協議の目的 

地域における需要に応じた住民の生活に必要な交通手段の確保その他旅客の利便の増進を図り、

地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項を協議する。（川崎市地域公共交通会議

設置要綱（以下、「要綱」という。） 第１条より） 

２ 協議事項 

要綱第２条に基づく、地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金等に関する

事項について協議を行う。 

（１） 運賃に関する事項 

・改定内容 

・改定理由：平成２６年の運行開始から、運賃を変更することなく「あじさい号」を運

行してきたところであるが、新型コロナウイルス感染症の影響を受け、乗

車人数が減少し、運行計画の変更等により対応してきたが、燃料高騰・人

件費上昇等により今後も輸送費用の増加が見込まれ、運賃改定による収支

改善が必要であるため、主に長尾台地区と久地駅間である２２０円区間を

一律２０円値上げするものである。なお、長尾台地区内と登戸駅方面を結

ぶ路線は収支均衡していることから、運賃を据え置く。 

220 （180）

240 （200）

220 （180） 260 （210）

240 （200） 260 （210）

220 （180） 260 （210） 260 （210）

240 （200） 260 （210） 260 （210）
久地駅

※　（）内は中高生（学生証の提示必要）の運賃
※　小児は大人の半額

※　１歳以上6歳未満の幼児を同伴した場合は、大人1名につき1名まで無料
※　70歳以上の高齢者・障害者等の方は100円割引

上段：現行
下段：改定

登戸駅・のぼりと
スミングクラブ前

長尾台地区内

長尾橋



資料２－１  

３ 運行状況について 

・平成２７年から令和元年度までの利用者数は微増傾向 

・令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響に伴い利用者が減少 

・令和３年度、令和４年度は令和２年度に対しては、利用者数、１日の平均利用者数とも 

  に回復傾向 

・年間の利用者数は、コロナ禍前の令和元年度比で、令和２年が約７０％、令和３年度が 

  約９０％であり、令和４年度は見込み値を含むと約１００％程度となる。 

４ 利用促進の取組 

・長尾山妙楽寺における「あじさいまつり」に合わせた臨時運行を実施することで「あじさい号」

を広く周知 

・大学と連携した地域へのアンケートによる利用状況調査の実施 

・車内には利用状況を掲示して更なる利用促進を実施 

※横軸は各年度を記載

※R4年度は、令和4年11月までの実績を記載し、見込み値は、11月までの運行実績による

1日あたりの平均利用者数×運行日数で計上。

図１ 年度ごとの利用者状況

図２ あじさい祭りでの臨時便の運行 図３ 車内掲示

（人） （人） 



資料２－１  

５ 変更に関する調整状況 

令和４年９月 「長尾台地区コミュニティバス利用者協議会」において運賃改定を検討

令和５年１月 「長尾台地区コミュニティバス利用者協議会」において運賃改定を了承

６ 変更運行開始までのスケジュール 

令和５年１月 地域公共交通会議

令和５年２月 関東運輸局への申請（予定）

令和５年４月 変更運行開始（予定） 



資料２－１  

【参考】現状の運行概要 

「あじさい号」は、道が狭く、山坂が多いことから路線バスが運行できない地域において、計画

から運営までを地域住民で構成される運営委員会が担い運行しているコミュニティ交通である。 

 ＜運行概要＞

 ・実施主体：長尾台地区コミュニティ交通導入推進協議会

 ・運行主体：株式会社高橋商事（一般乗合）

 ・運行本数：平日 ５４便／日、土曜日 ２２便／日

 ・運 行 日：平日及び土曜日運行（日祝日は運休）

 ・運行時間：平日６時３０分～２２時３０分、土曜日１０時～１８時

 ・運  賃：

 ・運行車両：マイクロバス（乗車定員２８名）

 ・運行経路：下図のとおり
○登戸～長尾台地区～久地駅

平日８便（15％）、休日６便（28％）

○長尾台地区～久地駅

平日３２便（59％）、休日８便（36％）

○長尾台地区～登戸駅

平日１４便（26％）、休日８便（36％）

図４ 運行経路 図５ 運行車両



資料２－２  

長尾台地区コミュニティ交通「あじさい号」の車両更新について 

１ 協議の目的 

地域における需要に応じた住民の生活に必要な交通手段の確保その他旅客の利便の増進を図り、

地域の実情に即した輸送サービスの実現に必要となる事項を協議する。（川崎市地域公共交通会議

設置要綱（以下、「要綱」という。） 第１条より） 

２ 協議事項 

要綱第２条に基づく、地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金等に関する

事項について協議を行う。 

＜移動円滑化基準適用除外について＞ 

（昇降口幅員、車いすスロープ、車いすスペース、床面高さ、通路幅） 

あじさい号は、運行当初から車いすスペース設置等の移動円滑化基準について適用除外が認め

られており、現在に至るまで地元協議会から基準適用の要望はなく、今回の車両の老朽化に伴う

車両更新においても、現在と同様の車両仕様とし、同様に移動円滑化基準の適用除外を行う。
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３ 変更に関する調整状況 

令和５年１月 「長尾台地区コミュニティバス利用者協議会」において車両仕様を了承

４ 変更運行開始までのスケジュール 

令和５年９月 車両納車（予定）

令和５年１０月 関東運輸局への申請（予定）

令和５年１１月 変更運行開始（予定）



令和４年度生活交通改善事業計画について 

１ 計画概要 

（１）計画策定の目的 

 ・国土交通省では、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの導入等移動に当たっての様々な

障害の解消等を図るための支援として、「地域公共交通バリア解消促進等事業」を実施

・同事業では、バス事業者が行うノンステップバスの導入、障がい者用 IC カードシステムの導入や、タクシー事
業者が行うユニバーサルデザインタクシー（ＵＤタクシー）の導入について、国から補助金を交付

・バス事業者及びタクシー事業者が、同事業による補助を申請するにあたっては、補助申請を行う
取組について、地域公共交通会議が策定する「生活交通改善事業計画（以下「本計画」という。）」に記
載されていることを要件として義務付け

・したがって、本市においても、地域公共交通会議にて本計画の策定を行っているもの

（２）計画策定の方法 

 ・本会議の分科会を設置し、本計画策定に係る調査審議事務を分科会に付託
  （川崎市地域公共交通会議設置要綱第７条第１項）

 ・バス事業とタクシー事業に分けて２つの分科会を設置し、本計画策定に係る調査、審議を実施の

上、毎年度計画を策定

 ・具体的には、バス事業では「ノンステップバス導入促進事業計画」、「障がい者用 IC カードシステム整備事業
計画」、タクシー事業では「ユニバーサルデザインタクシー等導入促進事業計画」の合計３つの計画を策定

 ・策定結果については、分科会から本会議に報告を行うこととなっている

  （川崎市地域公共交通会議分科会設置要領第２条）

２ 令和４年度の計画内容 

・令和４年５月及び９月にバス分科会及びタクシー分科会を書面開催し、分科会の決議を経て、令和４

年度の計画を策定 

・主な内容は、次のとおり 

計 画 名 主 な 内 容 

令和４年度  

川崎市ノンステップバス導入

促進事業計画 

・ノンステップバス導入率は約 80％の整備目標を実現している

が、導入率を段階的に上げ、更なる推進に取り組む。 

・令和４年度は、35 台の導入を計画 

令和４年度  

川崎市障がい者用 IC カード

システム整備事業計画 

・令和４年度末までに、川崎市交通局の交通系 IC カードシステ

ム対応車両のうち 100％で障がい者用 IC カードに対応するこ

とを目指す。 

令和４年度  

川崎市ユニバーサルデザイン

タクシー等導入促進事業計画 

・令和 7年度までに市内の法人タクシー総台数の約 25％を 

ＵＤタクシーとすることを目標とする。 

・令和 4年度は、69 台のＵＤタクシーの導入を計画 

（参考）令和 3 年度の導入状況 (計画台数及び導入台数には、同型車両の買替も含む) 
令和３年度 

計画台数 

令和３年度 

導入台数 

令和３年度末時点 

導入台数・率 

令和２年度末時点 

導入台数・率 

ノンステップバス 28 台 16 台 674 台(90.3%) 698 台(89.7%) 

ＵＤタクシー 59 台 34 台 241 台(16.6%) 207 台(14.3%) 
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協議会を主体としたコミュニティ交通の取組について

• 本市と連携協定を締結している横浜国立大学及び神奈川トヨタ自動車株式会社と協力し、

他分野との連携による共創型コミュニティ交通のケーススタディの取組を実施

• 対象エリアは、協議会が設置されている宮前区平・五所塚地区及び麻生区片平地区で、

今年度、創設したトライアル制度を活用し、需要の把握を目的とした試験運行を実施

• 宮前区平・五所塚地区は医療機関、麻生区片平地区は福祉団体と連携・協力し、持続可

能なコミュニティ交通の運行を目指して取組を実施

※リーディンググループは協議会との連携により本取組を主導
※サポートグループは、それぞれの強みを生かして本取組を支援

（１）Ａ宮前区平・五所塚地区（宮前区）
• 協議会を中心にサポートグループの地域の医療機関等と連携し、需要の把握を目的と

した試験運行を実施

• 高台に位置する高山住宅を中心にクリニックやスーパーマーケットを結ぶ定時定路線

の乗り合い交通を計画

• 利便性にも配慮し、フリー降車区間（黄色ハッチ部）を設置

• 愛 称 つばめ号

• 運行形態 定時定路線

（乗合い型）

• 運行期間 令和４年１１月～

令和５年３月予定

• 運 行 日 月曜日、金曜日

• 運行時間 ９時～１７時

（１２便／日）

• 乗車定員 ６名

（運転手を除く）

• 運行協力 東栄タクシー

３ 各地区の取組状況１ 各地区の協議会設立状況
現在、市内の４地区においてコミュニティ交通が運行しており、その他６地区においてコ

ミュニティ交通の導入を検討している状況となっております。導入の検討にあたっては、

「コミュニティ交通導入に関する手引き」（参考資料４）に基づき取組を進めている。

２ 多様な主体との連携による持続可能なコミュニティ交通に向けた取組

図２ 取組イメージ

（２）Ｂ片平地区（麻生区）
• 協議会を中心にサポートグループの地域の福祉団体等と連携し、需要の把握を目的と

した試験運行を実施

• 主に急峻な坂の上に位置する片平３・４丁目周辺とクリニックやスーパーマーケット

が位置する柿生駅を結ぶ定時定路線の乗り合い交通を計画

• 利用の目的づくりとして、地域の方が参加する講座等の時間に合わせて老人いこいの

家や片平会館への便を運行

• 利便性にも配慮し、フリー乗降区間（黄色ハッチ部）を設置

• 愛 称 ＣＡＰ

• 運行形態 定時定路線

（乗合い型）

• 運行期間 令和４年１０月～

令和５年２月予定

• 運 行 日 月曜日、金曜日

• 運行時間 ９時～１７時

（１６便／日）

• 乗車定員 ６名

（運転手を除く）

• 運行協力 コスモ交通（株）

（３）その他の地区
• Ｃ生田山の手地区：オンデマンド交通実証実験結果の共有、今度の進め方の検討を実施

• Ｄ岡上西地区：運行実験実施後、交通手段再検討中

• Ｅ細山・向原・金程・千代ヶ丘地区：協議会の設立

• Ｆ韋駄天地区：協議会の設立、行動特性調査の実施

図１ 協議設立地区
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民間事業者による新技術・新制度を活用した取組について
１ 生田地区におけるオンデマンド交通実証実験について ２ 中原区と高津区の一部におけるオンデマンド交通の実証実験について

図１ 対象エリア 図２ 運行車両

＜概 要＞

• 実施主体 伊藤忠テクノソリューションズ株式会社、川崎市

• 運行地区 多摩区生田４丁目～８丁目及びその周辺

• 運行期間 令和４年２月２８日～４月２８日（運行日数 ４３日間）

• 運行時間 平日（土日祝日を除く）、午前８時３０分から午後３時３０分まで

• 運 賃 １人１回３００円

• 車 両 タクシー車両２台

• 予約方法 アプリは終日、電話は午前８時から午後４時まで

• 運行協力 生田交通株式会社

＜概 要＞

• 名 称 チョイソコかわさき

• 実施主体 双日株式会社

• 運行地区 中原区と高津区の一部

• 運行期間 令和４年１１月２日～令和５年２月２７日（予定）

• 運行時間 月、水、金、土、日曜日の週５回運行（祝日も運行） ９時から１７時

• 運 賃 １人１回３００円（未就学児は無料）

• 車 両 乗車定員８名

• 予約方法 会員登録制 無料（ＬＩＮＥアプリからも登録可）

電話は午前９時から１２時まで、ＬＩＮＥアプリは終日受付

２週間前から当日の３０分前まで受付可能

• 運行協力 株式会社八重洲タクシー、ワールド交通株式会社

図４ 運行エリア

※青枠の運行エリア内に約100箇所の停留所を設置

※令和5年1月から赤字の停留所を追加

図５ 運行車両

図６ 停留所（A3サイズ）

＜地域との連携の取組＞
• 運行エリア内の公園で実施される地域イベントへ

出展し情報発信の取組を実施

• 地元企業との連携として、運行エリアに近接する

NEC玉川事業所や富士通川崎工場、グランツリー武

蔵小杉に協力いただき、停留所設置による従業員

及び施設利用者に対する有効性などを検証

• ホームタウンスポーツとの連携として、等々力緑

地への停留所設置と併せて、スポーツチームの試

合開催時におけるアクセス手段としてのチョイソ

コの活用や、「かわさきスポーツパートナー」と

の相互の情報発信など連携した取組を実施

図７ 地域イベントへの出展
図３ 利用者推移

＜結果概要＞
• 利用者数は４６６人で、１日あたりの平均利用者数は１０名程度で微増傾向が続いた。
• 目的地は、生田駅、中野島駅、スポーツジム、スーパーマーケットが上位となった。
• 相乗り運行は数回程度であり、対象エリアに対する車両２台は需要に対して、供給が

上回る結果となった。
• 予約方法は電話が約７割、アプリが約３割であった。普段、スマホは利用するものの、

電話予約は安心感があるとの声もあった。
• 利用しない人からは、運行終了が早すぎること、行きたい目的地がない、健康のため

に歩く等の声があった。特に、聖マリアンナ医科大学病院等に行けるようにしてほし
いとの声は多かった。

・将来的にデマンド交通はあった方がよいとの声が多数だった。
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その他の取組について
１ 新百合ヶ丘駅周辺におけるオンデマンド交通実証実験について

＜概 要＞

• 名 称 チョイソコしんゆり

• 実施主体 新百合ヶ丘駅周辺オンデマンド交通実証実験実行委員会

川崎市、株式会社アイシン、向ヶ丘交通株式会社イースタン

株式会社ＫＴグループ、株式会社日能研関東、川崎信用金庫

• 運行地区 新百合ヶ丘駅周辺（主に向原・千代ヶ丘・王禅寺東エリア）（図１参照）

（主要停留所：新百合ヶ丘駅・麻生区役所・いこいの家・スーパーなど）

• 運行期間 令和５年１月１０日～令和５年３月１１日（予定）

（令和４年１２月２２日～１２月２８日は無償運行）

• 運行時間 平日及び土曜日の週６回運行（祝日も運行）

平日：７時から２２時まで、土曜：９時から１７時まで

• 運 賃 １人１回３００円（未就学児は無料）

• 車 両 乗車定員６名（図２参照）

• 予約方法 会員登録制 無料

電話は午前８時から午後４時まで、ホームページは終日受付

２週間前から当日の３０分前まで受付可能

• 運行協力 向ヶ丘交通株式会社イースタン

図１ 運行エリア 図２ 運行車両

＜実証実験のポイント＞
• 高齢者へのアプローチとして、ホームページに加えて電話予約に対応したサービスの検証

• 子育て世代へのアプローチとして、塾と連携した児童の送迎サービスの有効性検証

• 駅から離れたエリアへの重点的な停留所配置による効果的な運行計画の検証

資 料 ６



川崎市地域公共交通会議設置要綱

（目的）

第１条 川崎市地域公共交通会議（以下「交通会議」という。）は、

道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）の規定に基づき、地域に

おける需要に応じた住民の生活に必要な交通手段の確保その他旅客

の利便の増進を図り、地域の実情に即した輸送サービスの実現に必

要となる事項を協議するため設置する。

（協議事項）

第２条 交通会議は、次に掲げる事項を協議するものとする。

（１）地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金

等に関する事項

（２）その他交通会議が必要と認める事項

（交通会議の構成員）

第３条 交通会議の委員は委員２０名以内をもって組織する。

２ 委員は、次に掲げる者により構成する。

（１）学識経験者

（２）一般乗合旅客自動車運送事業者

（３）一般乗用旅客自動車運送事業者

（４）神奈川県バス協会 専務理事

（５）神奈川県タクシー協会川崎支部 事務局長

（６）川崎市全町内会連合会の推薦する者
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（７）市民

（８）国土交通省関東運輸局神奈川運輸支局首席運輸企画専門官

（９）神奈川県交通運輸産業労働組合

（１０）神奈川県警察本部交通部交通規制課都市交通対策室長

（１１）川崎市建設緑政局総務部長

（１２）川崎市まちづくり局交通政策室長

（１３）そ の 他 交 通 会 議 の 運 営 上 必 要 と 認 め ら れ る 者  

３  前項第２号から第６号まで及び第８号から第１２号までに掲げる

委員については、交通会議に代理人を出席させることができる。

４ 会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者に対し、交通

会議に出席して、その意見を述べ又は説明を行うことを求めること

ができる。

（委員の任期）

第４条 前条第２項第１号、第６号及び第７号に掲げる委員の任期は

２年とし、再任を妨げない。

（会長）

第５条 交通会議に会長をおき、構成員の互選により選任された者を

充てる。

２ 会長は交通会議を代表し、会務を総括する。

３ 会長に事故があるときは、委員のうち、あらかじめ会長が指定し

た者がその職務を代理する。



（会議）

第６条 交通会議は、会長がこれを招集し、その議長となる。

２ 交通会議は委員の過半数が出席しなければ、これを開くことがで

きない。

３ 交通会議の議決を要する事項については、出席委員の過半数で決

し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

４ 会長は、やむを得ない事由により交通会議を開く余裕のない場合

においては、事案の概要を記載した書面を委員に送付し、その意見

を徴し又は賛否を問い、その結果をもって交通会議の議決に変える

ことができる。

（分科会）

第７条 会長は、必要があると認めるときは、調査審議事項を分科会

に付託することができる。

２ 分科会の構成員は、会長が指名する者及び交通会議が必要と認め

る者とする。

３ 第５条及び第６条の規定は、分科会の会議に準用する。

（協議結果の取扱い）

第８条 交通会議において協議が調った事項について、関係者はその

結果を尊重し、当該事項の誠実な実施に務めるものとする。

（庶務）

第９条 交通会議の庶務はまちづくり局交通政策室において処理する。



（その他）

第１０条 この要綱に定めるもののほか、交通会議の運営に関して必

要な事項は、会長が交通会議に諮り定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、平成２０年７月２８日から施行する。

（川崎市地域交通検討委員会の廃止） 

２  川崎市地域交通検討委員会（平成１８年６月１日施行）は、廃止

する。 

附  則

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

附 則

 この要綱は、平成２８年１２月１４日から施行する。



川崎市地域公共交通会議分科会設置要領

（趣旨）

第１条 この要領は、川崎市地域公共交通会議設置要綱（２０川ま交

第１３６号、以下「交通会議設置要綱」） 第７条の規定に基づき設

置される川崎市地域公共交通会議分科会（以下「分科会」という。）

の運営に関し必要な事項を定めるものとする。

（目的）

第２条 分科会は、川崎市地域公共交通会議（以下「交通会議」とい

う。）から付託された調査審議事項を協議し、その結果を交通会議

へ報告することを目的とする。

（分科会の構成）

第３条 分科会は、交通会議設置要綱第７条第２項に基づき、交通会

議の会長（以下「交通会議会長」）が指名する委員８名以内をもっ

て組織する。

２ 前項に定める、交通会議会長が委員として指名できる者は、次の

とおりとする。

（１）神奈川県バス協会専務理事

（２）神奈川県タクシー協会川崎支部事務局長

（３）神奈川県個人タクシー協会専務理事

（４）日本福祉医療輸送機構事務局長

（５）川崎市全町内会連合会が推薦する者

（６）国土交通省関東運輸局神奈川運輸支局主席運輸企画専門官
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（７）川崎市まちづくり局交通政策室長

（８）その他交通会議会長が必要と認める者

３ 分科会の会長（以下「分科会会長」）は、前項で指名した委員か

ら、交通会議会長が指名する。

４ 分科会会長は、調査審議事項の協議にあたり必要があると認める

ときは、委員以外の者を分科会に出席させ、意見を聴取し、又は説

明を求めることができる。

（協議結果の取扱い）

第４条 分科会において協議が調った事項について、関係者はその結

果を尊重し、当該事項の誠実な実施に務めるものとする。

（庶務）

第５条 分科会の庶務はまちづくり局交通政策室において処理する。

（委任）

第６条 この要領に定めるもののほか、議事の手続その他分科会の運営

に関し必要な事項は、会長が定める。

附 則

（施行期日）

１ この要領は、平成２３年３月１５日から施行する。

附 則

（施行期日）

１ この要領は、平成３０年６月１８日から施行する。



コミュニティ交通の充実に向けた今後の取組について ～「地域交通の手引き」の見直しによる新たな支援制度の導入や新技術・新制度を活用した新たな取組の展開～

１ 趣旨 

２ 現状・背景 

（１）コミュニティ交通を取り巻く社会環境の変化

③ ＩＣＴの進展 

タクシーの配車アプリ(図７)の普及やドアツードアに近い形での利用が可能なオンデマンド交通の活

用など、地域公共交通が利用しやすくなる手段の開発が進んでいます。 

 特に、複数の公共交通等を最適に組み合わせることで検索・予約・決済等を一括で行うＭａａＳ 

（Mobility as a Service）は、移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段として期待さ

れており、本市においても新百合ヶ丘駅周辺エリアにて、しんゆり MaaS 実証実験（図８）が行われるな

ど実用化に向けた取組が展開されています。 

④ 制度改革 

「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の一部を改正する法律（「活性化法」という。）」が、

令和 2(2020)年 11 月に施行され、特にバスやタクシーによる運行が難しい過疎地などでは、自家用有償

旅客運送や送迎車両など、地域の輸送資源を総動員して移動ニーズに対応することが示されています（図

９）。 

また、タクシーの運賃・料金サービスに関する新制度が令和 2(2020)年 11 月より導入され、タクシー

の複数回の利用分の運賃を 

一括して支払う「一括定額 

運賃制度」や、需要の増減 

に応じて迎車料金を変動さ 

せる「変動迎車料金制度」 

の活用が可能となりました。 

さらに、目的地の近い旅 

客をマッチングし、相乗り 

する制度（相乗りタクシー） 

についても、令和 3(2021)年 

11 月より、運用が可能と 

なっています。 

図１ 本市の将来推計人口 
（出典）川崎市総合計画第 3期実施計画の策定に向けた将来人口推計（更新版） 

(令和 4年 2月) 

図４ 大型自動車免許保有者数の推移（全国） 
  (出典)警察庁「運転免許統計」 

新たなモビリティ・運行手法公共交通の利用促進 

図５ 乗合バス事業実車走行キロ当り原価推移 
(出典) 国土交通省公表値より作成 

図６ 市内のタクシー事業者（個人タクシー含む）
における輸送実績の推移 

 (出典)各年「川崎市統計書」に基づき作成 

図３ 申請による運転免許取消件数の推移 
(出典)警察庁運転免許統計 

② 地域公共交通を取り巻く環境の変化

バス事業においては、全国的な運転者不足により事業継

続に影響が生じています(図４)。また、バス事業の運行経

費は主に人件費、燃料費、その他諸経費等で構成されてい

ますが、経費単価は近年増加傾向にあり（図５）、経常収支

悪化の要因の一つになっています。また、タクシー事業に

おいては、運転者不足や景気低迷等により輸送人員、輸送

収入ともに年々低下しており（図６）、事業者数も減少傾向

となっています。 

図２ 市内発着の移動における代表交通手段分担率 
（出典）平成 30(2018)年東京都市圏パーソントリップ調査

① 高齢化の進展によるニーズの高まり

本市の高齢者人口は今後も増加する見込みとなっていま

す（図１）。代表交通手段分担率について 65 歳未満に比べ

65 歳以上では、自動車の利用割合が高くなっている（図２）

一方で、免許返納数が近年大幅に増加しており（図３）、高

齢者等の生活の足の確保が必要となっています。 

これまで、「地域交通の手引き」に基づく地域の主体的な取組への支援を行う中で、地域特性に応じた取組を検討する際の的確な需要把握や検討期間の長期化、また、本格運行後における運行の継続性等の新た

な課題が見られることから、コミュニティ交通を取り巻く社会環境の変化等を踏まえ、「地域交通の手引き」における取組手順や支援内容等を見直すとともに、ＩＣＴ等新技術・新制度を活用した新たな取組を次

のとおり取りまとめました。この新たな取組を進めることで、コミュニティ交通の充実を図り、より利用しやすい地域公共交通環境の形成を目指します。 

バス停等を定めず区域内で予約が
あったところを最短距離で運行する
ドア to ドア型

バス停等のミーティングポイントを
あらかじめ定め予約があった場合
に運行するミーティングポイント型

図８ 新百合ヶ丘駅周辺 MaaS アプリ「EMot」と実証運行を行った 
オンデマンド交通「しんゆりシャトル」 

(小田急電鉄、川崎市) 

図７ タクシー配車アプリ「GO」 
（Mobility Technologies） 

図９ 地域の実績に合わせた交通手段の見直しのイメージ 
（出典）国土交通省ＨＰ

参考資料３
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（２）各地区における地域主体の取組状況

地区名 
協議会 
設立年度 

本格運行 
開始年度 運行手法 課題 

①
高石 
(麻生区) 

H16 

(2004) 

H23 

(2011) 
乗合型 

運行経費の増加 

地元協議会の高齢化、活動経費不足

②
長尾台 
(多摩区) 

H20 

(2008) 

H26 

(2014) 
乗合型 

運行経費の増加 

運行車両の更新 

地元協議会の活動経費不足 

③
野川南台 
(宮前区) 

H16 

(2004) 

H20 

(2008) 

ボランテ

ィア運送 

運行車両の更新 

運行の継続性 

④
白幡台 
(宮前区) 

H25 

(2013) 

R1 

(2019) 
施設送迎 運行の継続性 

地区名 
協議会 
設立年度 

現状 課題 

Ａ 
岡上西 

(麻生区) 

H25 

(2013) 

運行実験（H29、

H30）実施後、交通

手段再検討中 

需要に応じた交通手

段の選択 

Ｂ 
平・五所塚 

(宮前区) 

H29 

(2017) 

R1 より運行計画案

検討中 

需要に応じた交通手

段の選択 

道路運送法の適用を

要しない運行形態に

対する不安感 

Ｃ 
生田山の手 

(多摩区) 

R1 

(2019) 

既存公共交通等の

活用検討中 

既存交通事業者との

連携方法 

Ｄ 

細山・向原・ 

金程・千代ヶ丘

(麻生区) 

H25 

(2013) 
協議会の設立 

協議会の設立にとど

まっている 

Ｅ 
片平 

(麻生区) 

H29 

(2017) 

行動特性調査結果を踏まえ、中長期的に対

応を検討することとしている。 

現在、市内の４地区において、コミュニティ交通が

運行しており、その他５地区において、コミュニティ

交通の導入を検討している状況となっています。 

（図１０） 

■本格運行地区の状況 

①高石地区（山ゆり号）

定員１４名 

②長尾台地区（あじさい号）

 定員２９名 

③野川南台地区（みらい号）

定員１０名 

④白幡台地区（買い物バス）

定員２９名 

■導入検討地区の状況 

●本格運行地区取組事例（①、④） 

運行概要 

運行開始までの経緯 

平成 16(2004)年 ：行動特性調査の実施、地元協議会の設立

平成 19(2007)年     ：運行実験の実施

平成 23(2011)年 9月   :乗合型による運行開始

令和 3(2021)年 ：運行開始 10 年目を迎える

課 題 

・運行経費の増加  

地元協議会による利用実態を踏まえたルート変更やダイヤ改正による利用促進の取組などにより、利用者数は運

行開始から微増傾向であり、収入は運行開始当初の運行経費を超えていたが、運行経費についても増加しているた

め、令和元年度の収支率は 100％に達していない。 

・地元協議会の高齢化、活動経費不足 

利用促進のためのイベントや、運行計画変更の検討に資する利用実態を把握するためのアンケートなどを地元協

議会が実施しているが、イベント時のポスター印刷等の活動費不足とともに、協議会委員の高齢化による協議会へ

の出席者数の減少などの課題が生じている。 

① 高石地区【乗合型】 

図 11 高石地区の運行ルート

図 12 高石地区の収支率・利用者数

運行開始 ：平成 23(2011)年 9月

定 員  ：14 名

運行日数 ：5 日／週（月～金） 運行便数：19 便／日

運 賃  ：大人 300 円 小児 100 円
※会費（半年 3,600 円）を払うことで、1乗車 50円 

引きで乗車できるサポーター会員になることが可能

運行事業者：㈱高橋商事

利用者数（令和元(2019)年度）: 日平均 99人／日  月平均 2,001 人／月 

収支率  ：84％（令和元(2019)年度）

車両更新 ：平成 29(2017)年 2月(4 年経過) 車両費等：約 600 万円 

運行概要 

運行開始までの経緯 

平成 25(2013)年 11 月  ：地元協議会の設立

平成 26(2014)年 2 月  ：行動特性調査の実施 

平成 27～30(2015～2018)年度：乗合型による運行計画の検討 

平成 30(2018)年度     ：買い物需要が多いことに着目し、送迎実績のある企業と協議

令和元(2019)年 10 月    ：買い物送迎バスの運行開始 

課 題 

・運行の継続性の確保 

施設送迎車両を活用した運行を行っており、道路運送法の適用を要しない運行形態であるため、運行の

継続性が課題となっている。また、地元協議会と連携して利用促進を図る広報活動などに対応する必要が

ある。 

④ 白幡台地区【施設送迎】 

運行開始：令和元(2019)年 10 月

定 員 ：29 名

運行日数：2 日／週（日・火）

運行便数：7 便／日

運 賃 ：無料

運行主体：㈱ビック・ライズ 

(食品館あおば)

利用者数(令和元(2019)年度) 

：日平均  53 人／日 

     月平均 460    人／月 

生田緑地 

図 13 白幡台地区の運行ルート

Ｃ 生田山の手地区

コミュニティ交通 導入検討地区

コミュニティ交通 本格運行地区

Ｂ 平・五所塚地区 

Ｄ 細山・向原・金程・ 
千代ヶ丘地区

Ｅ 片平地区

Ａ 岡上西地区

② 長尾台地区

③ 野川南台地区

図 10 市内の協議会設立地区

① 高石地区

④  白幡台地区 
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【課題 1】地域のニーズの高まり等を踏まえ、コミュニティ交通の更なる導入促進に向けた仕組

みづくりが必要 
【方向性１】導入促進に向けた仕組みづくり

①ニーズの高まり等を受けた仕組みの構築 

高齢化の進展や免許返納数の増加によるニーズの高まりが生じていることから、これまで以上にコミュニ

ティ交通の導入を促進するための仕組みづくりが必要となっています。 

①コミュニティ交通の導入促進に向けた仕組みづくり 

ニーズの高まり等に対して迅速に対応するため、地域主体の取組について、検討促進に向けた取組手順

の見直しや支援内容の検討により、取組の円滑化を図るとともに、ＩＣＴ等を活用した新たな取組を進め

ていきます。 

【課題 2】既存の地域公共交通を踏まえ、様々な運行手法を取り入れ、多様な主体と連携し交通

手段の選択肢を広げることが必要
【方向性２】多様な主体との連携による様々な運行手法の活用

①既存地域公共交通の活性化 

バス事業における経費単価の増加やタクシー事業における利用者の減少、さらに新型コロナウイルス感染

症の影響も加わり、地域公共交通を取り巻く環境はより厳しいものとなっています。一方で、地域における

ニーズの高まりを踏まえ、既存の地域公共交通事業者と連携し、地域公共交通を活性化する必要があります。 

②多様な主体との連携 

令和 2(2020)年 11 月に施行された活性化法においては、地域の輸送資源を総動員して移動ニーズに対応す

ることが示されています。また、宮前区白幡台地区では、買い物に対する需要が多いことを踏まえ、買い物

送迎バスを活用した運行手法が導入されて地域に根付いています。こうしたことから、バスなどの交通手段

に限定せず地域特性を踏まえ、地域の輸送資源を最大限に活用して、多様な主体との連携による持続可能な

コミュニティ交通の導入を目指す必要があります。 

③ＩＣＴや制度改革を踏まえた新たな運行手法への対応 

ＩＣＴを活用した、タクシー配車アプリやオンデマンド交通など交通分野への適用事例が増えています。

また、近年、タクシーを中心に「一括定額運賃制度」や「変動迎車料金制度」など新たな制度が導入されて

いるとともに、タクシーを相乗りする制度も導入に向けた検討が国で進められていることを踏まえ、新制度

の活用について検討する必要があります。 

①既存地域公共交通の利用促進 

コミュニティ交通の検討にあたっては、新たな交通手段の導入に限らず、既存のバス・タクシーの活用

や利便性向上についても検討を行い、既存地域公共交通の利用促進を図ります。

②地域の需要に応じた輸送資源の活用 

現在の乗合型中心の取組手順に加え、多様な主体との連携により地域の輸送資源の活用を図り、様々な

運行手法の導入検討をしやすくします。 

③ＩＣＴ等新技術や新制度を活用した取組の推進 

効率的・効果的にコミュニティ交通の充実を図るため、市は社会動向を的確に把握しながら率先してＩ

ＣＴ等新技術や新制度を活用し、社会実装に向けて取り組んでいきます。 

また、地元協議会における運行手法の選択肢を広げるため、ＩＣＴ等新技術や新制度を活用した取組を

研究し、情報提供することで、様々な運行形態による運行手法の導入検討ができるようにします。

【課題 3】コミュニティ交通を安心して継続的に利用できる環境づくりに取り組むことが必要 【方向性３】地域の主体的な取組の円滑化や継続性等の向上

①的確な地域需要の把握、運行手法の選択 

現行のアンケートによる行動特性調査や地域特性の確認等により把握した需要だけでは、交通事業者等と

のマッチングや地元の合意形成に多くの時間を要しているため、的確に需要を把握し、運行手法の選択を円

滑化する必要があります。 

②運行の継続性の確保

本格運行地区のうち、道路運送法に基づいて運行している地区では、地元協議会による利用促進の取組も

あり、利用者数は微増傾向であるものの、運行開始当初より運行経費が増加していることから、車両更新費

の積立ができていない状況であるとともに、運行開始後年数が経過した地区では、車両故障による運休も生

じていることから、運行の継続性が課題となっています。 

また、道路運送法の適用を要しない運行形態による地区においても、施設送迎等による自主運行であるた

め、運行の継続性が課題となっています。 

③安心して利用できる環境づくり

道路運送法の適用を要しない運行形態では、安心して利用できる環境づくりが求められています。 

④地元協議会の活動支援 

協議会設立から複数年が経過することによる協議会の高齢化や、利用促進に向けた活動経費の不足が課題

となっています。 

①取組手順の見直し 

地域需要等の把握については、従前のアンケート調査等の分析に加え、より実態に近い新しいデータで

の需要把握を行います。また、本格運行を見据えて、検討の早い段階から交通事業者との連携を図ります。

②支援内容の見直し

運行の継続性向上に向けた車両更新費等とともに、多様な主体との連携による地域の輸送資源の活用に

際しても、安心して継続的に利用できる環境整備に関する資金的支援を検討します。

③地元協議会の活性化

地元協議会の運営を活性化するため、地元協議会がより活動しやすい環境づくりの支援方法を検討しま

す。

３ 課題 ４ 今後の方向性について



コミュニティ交通の充実に向けた今後の取組について ～「地域交通の手引き」の見直しによる新たな支援制度の導入や新技術・新制度を活用した新たな取組の展開～

５ 具体的な取組内容 

（１）概要 

３つの方向性を踏まえ、コミュニティ交通の充実に向け、これまでの取組を抜本的に見直し、次の２つの取

組を重点的に進めます。 

取組１ 「地域交通の手引き」の見直しに伴う新たな支援制度等の導入 

 地域の主体的な取組に対して「地域交通の手引き」に基づき支援を実施している中で、的確な需要把握や

運行事業者とのマッチングに多くの時間を要しているとともに、本格運行後における運行の継続性等に課

題がみられます。

社会環境の変化等を踏まえ、「地域交通の手引き」における取組手順や支援内容等を見直し、トライアル

制度の創設や資金的支援内容の充実等により、検討期間の短縮化や継続性向上などを図ります。

取組２ 新技術・新制度を活用した新たな取組の展開 

 高齢化の進展を背景とした地域ニーズの多様化が進む中、ICT の進展やタクシー料金の制度改革など、
地域公共交通の充実に向けた環境整備が進められており、導入事例もみられます。

また、地域の主体的な取組への支援の充実とあわせ、更なる利用しやすい地域公共交通の環境整備に向

け、その他地域についても新たな取組手法を展開していきます。

地元協議会設置の有無に関わらず、地域ニーズや道路幅員等の地域特性に合わせて、行政主導により民

間事業者等と積極的に連携し、ＩＣＴや新制度等を活用して、より利用しやすい地域公共交通の環境整備

に取り組んでいきます。

（２）具体的取組 

取組１ 「地域交通の手引き」の見直し 

① 取組手順の見直し 

・トライアル制度の創設 

簡易的かつ迅速に試験運行等を行うことができるトライアル制度を通じて、より実態に近い需要

の把握や、地域特性に応じた運行手法の検討の円滑化を図るとともに、検討の初期段階から交通事

業者等との連携がしやすい環境を整備します。 

   ・道路運送法に基づく運行が難しい場合の取組手順の明確化 

現在の乗合型中心の取組手順に加え、道路運送法の適用を要しない運行手法での検討フローを明

示し、様々な運行手法の検討を行いやすくします。 

② 支援内容の充実 

 運行の継続性向上に向けた車両更新費等や、施設送迎車などの地域の輸送資源の活用に際して、安心し

て継続的に利用できる環境整備について、資金的支援を実施します。

取組２ ＩＣＴ等新技術・新制度を活用した新たな取組の展開 

① ICT 活用等を進める民間事業者等と連携した 

実証実験の実施 

・ＩＣＴの進展やタクシー料金の制度改革など、地域公共

 交通の充実に向けた環境整備が進められており、地域の

課題解決に向けた活用も考えられます。

・このため、本市としても、地元協議会設置の有無に関わ

らず、民間事業者をはじめとする多様な主体と連携し、

実験フィールドの提供や実験の実施などへの支援を通

じ、新技術の開発に寄与するとともに、得られたデータ

や知見を共有し、本市での適用可能性を踏まえながら、

様々な地域における課題解決を目指します。

② 連携の促進に向けた制度創設 

・本市と民間事業者等との連携をより一層進めるた

め、民間事業者等が行う新たなモビリティサービ

スに関する実証事業を後押しする支援制度を創設

します。 

６ 今後のスケジュール 

  〇 令和４年 ３月 ： 委員会報告（パブリックコメントの結果）

              「地域交通の手引き」改定、連携促進に向けた制度創設

〇 令和４年 ４月以降： 新たな「地域交通の手引き」に基づく取組の推進

ＩＣＴの進展や新制度の導入を踏まえた新たな取組の展開

段 階 支 援 内 容

①導入に向けた検討を行うとき
トライアル制度の活用に係る費用

運行実験に係る費用 

②本格運行をはじめるとき

初期車両購入費及び改造費

停留所購入費

既存交通の活用に資する仕組みづくりに係る費用 
（例：タクシー乗り場整備等）

車両リース料

③高齢者等が利用しやすい環境づくりのため 高齢者等割引事業補助 

④安心して継続的に利用できる環境づくりのため
車両更新費

自動車安全設備費など 

⑤地元協議会の活動活性化のため 地域の活動に関する費用（例：利用促進のチラシ印刷等）

地元協議会による取組 

主に路線バス等が利用しづらい

地域における地域主体による移動

手段の確保を目的として支援

⇒「地域交通の手引き」の見直しに

伴う新たな支援制度等の導入

図 14 コミュニティ交通の充実に向けた全体概念図 

新技術等を活用した新たな取組 

川崎市全域において、地域特性に

合わせて、行政主導により民間事業

者等と積極的に連携

⇒新技術・新制度を活用した新たな

取組の展開

表：資金的支援の充実 （下線：新設・拡充） 

実証

実験

・地域課題との
マッチング 

・法令手続等の
円滑化 

・移動ニーズや
地域特性の 
情報提供 

・広報の支援等 

事 業 者 

新技術・

新制度の

活用検討

川 崎 市 

本格 

実装 

(仮称)新モビリティサービス実証事業 

・支援内容 

道路運送法に基づく手続き、実証事業の周知・啓発、

地域住民との連絡・調整等

図 15：多様な主体との連携による新技術・新制度を 
活用した取組の推進イメージ 

●鉄道ネットワーク 

（総合都市交通計画） 

●基幹バスネットワーク 

●地域バスネットワーク 

●地区コミュニティ交通 

地域公共交通ネットワーク 

地元 

協議会 

地区コミュニティ交通 
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